
 

第８１号議案 

   足立区反社会的団体の規制に関する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成２２年１０月２２日 

            提出者 足立区長  近 藤 弥 生 

 

   足立区反社会的団体の規制に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、反社会的団体の足立区（以下「区」という。）の

区域内における活動及び反社会的団体の構成員の区への転入等により、

区民の安全及び周辺住民の日常生活の平穏に対する脅威及び不安を除

去するため、当該団体に対する調査、命令等、区が講ずべき措置を定

めるとともに、当該脅威等を除去するために行う周辺住民の自主的な

活動を支援し、もって区民の安全及び地域の平穏の確保を図ることを

目的とする。 

 （条例の解釈適用等） 

第２条 この条例の規定は、区民の安全及び地域の平穏の確保のために

必要な最小限度においてのみ適用すべきであって、いやしくもこれを

拡張して解釈するようなことがあってはならない。 

２ この条例に基づく規制は、前条に規定する目的を達成するために必 

 要な最小限度において行うべきであって、いやしくも権限を逸脱して、 

 思想、信教、集会、結社、表現及び学問の自由並びに勤労者の団結し、

及び団体行動をする権利その他日本国憲法の保障する国民の自由と権

利を不当に制限するようなことがあってはならない。 

 （定義） 

第３条 この条例において「反社会的団体」とは、無差別大量殺人行為

を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第５

条第１項に規定する観察処分を受けた団体をいう。 



 

２ この条例において「周辺住民」とは、反社会的団体の構成員又は関

係者が住所地として定めることにより、日常生活における安全及び平

穏に脅威又は不安を感じる当該地の周辺に生活する者をいう。 

 （区の責務） 

第４条 区は、区民の安全及び周辺住民の日常生活の平穏に対する脅威

及び不安の除去に努めるとともに、国、東京都その他の機関に対し必

要な働きかけをしなければならない。 

 （反社会的団体の義務） 

第５条 反社会的団体及びその構成員は、区の区域内において活動し、

又は居住しようとするときには、区民の安全及び周辺住民の日常生活

の平穏に対する脅威及び不安を生じさせてはならない。 

２ 反社会的団体は、区の区域内において活動し、又はその構成員を居

住させようとするときには、次に掲げる事項を定期的に区長に報告し

なければならない。 

 （１） 区の区域内において活動し、又は居住する当該団体の役職員

の氏名、住所及び役職名並びに構成員の氏名及び住所 

 （２） 当該団体の活動に関する事項のうち規則で定めるもの 

 （３） 前２号に掲げるもののほか、区長が特に必要と認める事項 

３ 反社会的団体は、周辺住民の求めがあった場合には、その活動内容

を説明するために説明会を開催しなければならない。 

 （公表） 

第６条 区長は、反社会的団体に対しこの条例に基づく措置を行ったと

き又は前条第２項の報告を受けたときは、措置又は報告の内容を公表

するものとする。 

 （協議等のあっせん） 

第７条 区長は、周辺住民が反社会的団体との協議等を求めている場合、 

 そのあっせんをすることができる。 

２ 反社会的団体が前項のあっせんに応じない場合、区長は、これに応



 

じるよう命ずることができる。 

 （調査権） 

第８条 区長は、反社会的団体の活動内容が区民の安全及び周辺住民の

日常生活の平穏に対して脅威又は不安を与えるおそれのあるとき、又

は反社会的団体の構成員が騒音、異臭等を発生させる等、周辺住民の

日常生活の安全及び平穏に対して脅威又は不安を与える行為をしたと

きは、当該団体に事実の確認を求めるとともに、事実を確認するため

に必要な調査をすることができる。 

２ 区長は、区内に住所を有する反社会的団体の構成員について、住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定に基づき調査をするも

のとする。 

３ 区長は、前２項の調査に当たり、区職員に関係人に対し質問をさせ、 

 又は文書の提示を求めることができる。 

４ 第１項及び第２項の規定により調査に当たる職員は、関係人から要 

 求があったときは、その身分を示す証明書を提示しなければならない。 

 （措置勧告等及び立退命令） 

第９条 区長は、反社会的団体が第５条に規定する義務を遵守せず、そ

の活動により区民の安全及び周辺住民の日常生活の平穏に対して脅威

又は不安を与える事態を生じさせているときは、相当の期間内に当該

脅威及び不安を除去する措置を講ずべきことを当該団体及びその構成

員に対し勧告することができる。 

２ 区長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないと

きは、期限を定めて、区民の安全及び周辺住民の日常生活の平穏に与

える脅威又は不安を除去する措置を講ずべきことを命ずることができ

る。 

３ 区長は、前項の規定による命令によってもなお、反社会的団体が区

民の安全に与える脅威を除去する措置を講じない場合は、期限を定め

て、当該団体及びその構成員に対し住所地からの立退きを命ずること



 

ができる。 

 （過料） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する場合において、反社会的団体

及びその行為をした構成員は、５万円以下の過料に処する。 

 （１） 正当な理由なく第５条第２項の報告を拒み、又は虚偽の報告

をしたとき。 

 （２） 正当な理由なく、第８条第１項及び第２項の調査に協力せず、 

    同条第３項の規定による質問に対し、回答をせず、若しくは虚 

    偽の陳述をし、又は文書の提示を拒み、妨げ、忌避し、若しく 

    は虚偽の文書を提示したとき。 

 （３） 第７条第２項、前条第２項及び第３項に基づく命令に従わな

いとき。 

 （聴聞手続等） 

第１１条 区長は、第７条第２項、第９条第２項及び第３項に基づく命

令を決定するに当たっては、足立区行政手続条例（平成７年足立区条

例第２１号）に定める聴聞の手続を執らなければならない。 

２ 第７条第２項、第９条第２項及び第３項に基づく命令の決定に不服

のある者は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）に基づく

異議申立てを区長に対してすることができる。 

 （周辺住民への支援） 

第１２条 周辺住民が反社会的団体に対抗するため協議会等を組織し、

活動をしようとする場合において、区は、協議会等に対し活動に係る

経費を補助する等、必要な支援措置を講ずるものとする。 

２ 前項の規定に基づき補助する額、補助の対象となる経費その他の事

項については、別に定める。 

 （関係機関等との連携） 

第１３条 区は、公安調査庁、警察並びに関係する地方公共団体及び反

社会的団体に係る問題に取り組む区内外の民間団体に対し情報を提供



 

する等、密接な連携の確保に努めるものとする。 

 （委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   付 則              

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （見直し）              

２ この条例の施行の日から起算して５年ごとに、この条例の施行状況

について検討を加え、その結果に基づいて廃止を含めて見直しを行う

ものとする。 

                                

 （提案理由）                         

 区民の安全及び地域の平穏を確保するために、反社会的団体に対する

調査、命令等、区が講ずべき措置等を定める必要があるので、この条例

案を提出いたします。 

          

 


